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公立学校における発達障がいの調査結果について 

 

 

学校教育部 学校教育課 

 

 

令和 4 年 12 月 13 日文部科学省初等中等教育局特別支援教育課より「通常の学級に在籍

する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果」が公表されました。 

 調査によりますと小中学校で通常の学級で学習面や行動面で著しい困難を示す発達障碍

の可能性がある児童生徒が、全国で 8.8 パーセント在籍するという調査結果になっており、

前回調査の平成 24 年度に比べると 2.3 パーセント増加しております。 

 

 

 

別紙資料は「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査

結果」の「有識者会議における本調査結果の考察」の部分を抜粋しています。 

 

全文は、文部科学省 HP 

「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果」に掲載 

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/2022/1421569_00005.htm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 



2 



3 



4 



5 


